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１ 基礎調査                   

 

（１）社会情勢の整理 
 

【概要】 

①少子高齢化・人口減

少社会の進行 

●人口減少・少子高齢化が進み、労働力の減少や地域活力の低下、年

金や医療費などの社会保障費の増加など社会のさまざまな面での影

響が懸念されます。 

②地方分権と行政改革

の推進 

●地方自治体は財政的に依然厳しい状況にありますが、地方創生といっ

た、地域のより主体的な取り組みが求められています。 

③価値観の多様化 ●家族や結婚、就労に関する価値観が多様化し、ワークシェアリング、

在宅開業など生活様式や就労形態も多様化しています。 

●家族との交流や自然とのふれあい、健康志向の高まりなど「こころの

豊かさ」を重視する人が増えています。 

④環境問題の進行 ●地球温暖化の影響は年々顕在化し、洪水や干ばつなどの異常気象が生

じています。 

●国のエネルギーシステムが抱える脆弱性が顕在化しています。 

⑤安全・安心意識の高

まり 

●近年の巨大地震の発生、突発的豪雨の多発などの自然災害や、凶悪犯

罪などへの危機意識が高まっています。 

⑥地域経済をとりまく

環境の変化 

●経済のグローバル化が進み経済活動の機会が拡大する一方、経済活動

における国際間・地域間の競争は一層激しさを増しています。 

●非正規雇用や外国人労働力の増加など雇用形態が多様化し、賃金格差

の拡大なども社会問題化しています。 

⑦教育や子育てに対す

る関心の高まり 

●子どもの学力の低下などが社会問題化しており、いじめや不登校など

の問題の対応も急務です。 

⑧住民参画・協働意識

の高まり 

●住民参加・協働にかかる条例を制定する自治体、さらにはより広く自

治全般を位置づける自治基本条例を制定する自治体が増えています。 

⑨高度情報化の進展 ●身近な地域社会においても、公共料金等のコンビニ支払いやオンライ

ンショッピング、ネットバンキングなど浸透してきました。 

⑩社会資本の老朽化 ●わが国全体で大量に整備された道路、河川、下水道、港湾等の社会資

本における老朽化が同時に進んでいます。 
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①少子高齢化・人口減少社会の進行 

我が国の総人口は、平成 20（2008）年の１億 2809 万人をピークに減少に転じ、国立社

会保障・人口問題研究所の中位推計では、平成 35（2023）年で約１億２千万人になると見

込まれています。合計特殊出生率は下げ止まったものの、15 歳から 49 歳までの女性人口

の減少とともに出生数が減少、少子高齢化が一層進行する超高齢社会に向かっています。 

こうした人口減少や少子高齢化により、労働力の減少や地域活力の低下、年金や医療

費などの社会保障費の増加など社会のさまざまな面での影響が懸念されます。また、ひ

とり暮らしの高齢者や核家族世帯の増加など、世帯構成にも変化がみられ、介護や子育

てなどの生活不安を増大させています。 

 

②地方分権と行政改革の推進 

我が国の債務は年々増加しており、平成 25（2013）年６月末時点で、国債や借入金、政

府短期証券をあわせた「国の借金」の残高は 1,000兆円を突破、国民１人あたり約 792万

円の借金を抱えています。 

国の財政が厳しさを増すなか、平成 12（2000）年の「地方分権の推進を図るための関係

法律の整備等に関する法律」（地方分権一括法）の施行を契機に地方分権改革が進められ、

国税から地方税への税源移譲、補助金の廃止・削減、地方交付税の見直しを一体として改

革し、国と地方の財政関係を分権的に改める「三位一体改革」から、自治体財政も年々厳

しさを増しています。その一方、地域に応じた独自の基準や計画を定めることも可能とな

っており、各自治体の自主的・自立的な政策立案及び推進体制の構築が急務です。 

平成 22(2010)年６月には、国の事務･権限の地方移譲を進める「地域主権戦略大綱」が

閣議決定され、平成 26（2014）年には、人口急減・超高齢化という、国が直面する課題に

対し政府一体となって取り組み、各自治体がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な

社会を創生できるよう、まち・ひと・しごと創生本部が内閣に設置されました。国では、

平成 52（2040）年に１億人程度の人口を確保する中長期展望を表した「人口長期ビジョン」

を示すとともに、平成 27～31（2015～2019）年度（５か年）の政策目標・施策を定めた国

の総合戦略を策定、これを踏まえて、全国のすべての都道府県･市町村において、地方人

口ビジョン及び地方版総合戦略の策定が義務化されています。 

 

③価値観の多様化 

家族や結婚、就労に関する価値観の多様化により、ワークシェアリング、在宅開業など

生活様式や就労形態も多様になっています。また、経済社会の成熟化に伴い、経済的な「も

のの豊かさ」から家族との交流や自然とのふれあい、健康志向の高まりなど「こころの豊

かさ」を重視する人が増えています。今後も住民の多様なニーズに応えられるよう、きめ

細かな対応が求められます。 
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■これからは心の豊かさか、まだ物の豊かさか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 26 年度国民生活に関する世論調査(内閣府) 

 

 

④環境問題の進行 

世界的には人口は増加してきており、化石燃料の大量消費などにより、二酸化炭素等の

温室効果ガスは近年、増加傾向にあります。さらに、地球温暖化の影響は年々顕在化し、

洪水や干ばつなどの異常気象が生じているとされています。平成 17年（2005年）には「京

都議定書」が発効し、地球温暖化防止を主目的とした地球環境への負荷低減が、世界共通

の課題として掲げられました。また、平成 27年(2015年)の気候変動枠組条約第 21回締約

国会議（ＣＯＰ21）において、「パリ協定」が合意に至り、世界の平均気温上昇を 2度未

満に抑えるよう、今世紀後半には、人間活動による温室効果ガス排出量を実質的にゼロに

していく方向が打ち出されています。 

  



4 

 

 

■地球温暖化の影響の現状 

指標 観測された変化 

世界平均気温 ・2005年までの 100年間に世界の平均気温が 0.74℃上昇 

・最近 50 年間の昇温の長期傾向は過去 100 年間のほぼ２倍 

・1995年～2005年間のうち、1996 年を除く世界の地上気温は 1850 年以

降で最も温暖な 12年の中に入る 

・北極の平均気温は過去 100 年間で世界平均の上昇率のほぼ２倍の速さ

で上昇 

平均海面水位 ・20 世紀を通じた海面水位上昇量は 0.17m 

・1993年～2003年の上昇率は年当たり 3.1mm 

暑い日及び熱波 ・発生頻度が増加 

寒い日、寒い夜及び

霜が降りる日 

・発生頻度が減少 

大雨現象 ・発生頻度が増加 

資料：IPCC「第４次評価報告書」より環境省作成 

 

平成 23年 3月 11日に発生した、東日本大震災に伴う東京電力福島原子力発電所事故に

より、原子力の安全性に係る信頼は損なわれ、また、電力・石油・ガスといったエネルギ

ーの供給に混乱が生じ、国のエネルギーシステムが抱える脆弱性が明らかになりました。

このため、省エネルギーの徹底的な推進、再生可能エネルギーの開発・普及の推進が重要

となっています。 

 

 

⑤安全・安心意識の高まり 

大規模地震や津波による被害、集中豪雨による土砂災害や河川の氾濫などの発生を契

機に、人々の防災に対する意識は急速に高まっています。平成 25（2013）年には、国に

おいて南海トラフ巨大地震の被害想定の見直しが行われており、東日本大震災の教訓を

踏まえて、国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）が求められています。また、東日

本大震災に伴う東京電力福島第１原子力発電所の事故により、原子力発電所の安全対策

の見直しが進められ、特に施設から半径 30km 圏（緊急時防護措置準備区域）における、

これまで以上の原発安全対策が求められています。 

高齢者や子どもが被害者となる凶悪犯罪や振り込め詐欺、インターネット犯罪、食品

偽装や薬物混入など「食」の安全をゆるがす事件なども発生しており、身近な地域にお

ける犯罪への不安が増大しています。 

新たな感染症等の流行、武力攻撃、テロなど国民保護事案の発生が懸念されるなか、

戦後 70年間「専守防衛」の原則を貫いてきた我が国においても、集団的自衛権の行使容

認を柱とした安全保障関連法が成立したことなどにより、日本の安全保障政策は大きな

転換期を迎えており、日常生活の様々な面で安全・安心の確保が強く求められています。 
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⑥地域経済をとりまく環境の変化 

我が国の経済情勢は平成 20（2008）年のリーマンショックによって大きな打撃を受け

ましたが、近年は、政府が進める「アベノミクス」と呼ばれる経済政策などの効果が現

れはじめ、個人消費を押し上げるなど、緩やかに回復の兆しを見せています。また、経

済のグローバル化が進行し、経済活動の機会が拡大すると同時に、ＢＲＩＣｓ諸国など

新興国の台頭による国際競争の激化、生産拠点の海外移転による産業空洞化など、わが

国を取り巻く経済環境は、依然厳しい状況にあるといえます。 

労働環境では、正規雇用、非正規雇用や外国人労働者により雇用形態が多様化し、賃

金格差の拡大が問題となっています。団塊の世代の退職により労働力人口が減少するな

か、65 歳までの雇用の延長や有期労働者の無期雇用への義務付け、女性が光り輝き活躍

できる社会を創るよう求められています。 

環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の大筋合意（平成 27(2015)年 10 月）により、太平

洋を取り囲む国々の自由貿易基盤が整いつつあり、世界の国々との経済的な結びつきが

さらに強まることが想定されています。 

 

⑦教育や子育てに対する関心の高まり 

近年、子どもの学力の低下などが社会問題化しており、いじめや不登校などの問題に

ついても、急務の課題としてその対応が求められています。こうした背景を踏まえ、教

育基本法の改正や新教育指導要領の実施など、教育改革の取り組みが進められています。

核家族化や少子化、地域コミュニティの希薄化など、子どもを取り巻く家庭や地域環境

の変化が、家庭や地域の教育力の低下の大きな原因となっていることに加え、子ども同

士のふれあいの減少により自主性や社会性が育ちにくいといった影響も懸念されていま

す。 

学校における教育環境の充実をさらに進めるとともに、家庭や地域の教育力の再生に

向け、子どもや地域の実態等を踏まえ、地域における教育体制づくりや、子ども自身が

健やかに育っていける社会、子育てに喜びや楽しみを持ち安心して子どもを産み育てる

ことができる社会を形成していくことが求められています。 

 

⑧住民参画・協働意識の高まり 

地方分権や地域主権改革の推進、新しい公共の考え方の浸透などを背景として、財政

状況等の行政情報の公開の徹底やパブリックコメント制度等の導入、政治への参加、参

画を制度化する地方自治体が、全国的に増えつつあります。このような中で、住民参加

条例や協働条例などの参加・協働のための条例を制定する自治体、さらにはより広く自

治全般を位置づける自治基本条例を制定する自治体が増えてきており、また、議会にお

いても、議会基本条例を制定して議会の情報公開や議会への市民参加を進める動きも見

受けられます。 

保険・医療や福祉、社会教育の推進、まちづくり等の分野では、住民のボランティア

やＮＰＯ活動、コミュニティ活動が行われており、地域の活力向上のためには、こうし

た一人ひとりの力を発揮した住民参画を一層進め、地域のあらゆる情報を共有していく

ことで、誇りと愛着、パートナーシップを深めることが必要となっています。 
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■ＮＰＯ法人の活動分野別法人数（上位５位のみ表示 複数回答） 

活動種類 法人数 

保健・医療又は福祉の増進を図る活動 28,039 

社会教育の推進を図る活動 22,734 

連絡、助言又は援助の活動 21,858 

まちづくりの推進を図る活動 20,882 

子どもの健全育成を図る活動 20,667 

資料：内閣府 NPO ホームページ活動分野別認証数（平成 25 年 9 月 30 日現在） 

 

⑨高度情報化の進展 

高度な情報通信技術と交通網の発達により個人の地球規模での闊達な活動が可能となり、

「人」「もの」「情報」のスピード感ある流動化が進んでいます。 

身近な地域社会においても公共料金等のコンビニ支払いやオンラインショッピング、ネ

ットバンキングの浸透等により、電子化や簡便化が進んでいます。一方、こうした社会シ

ステムの急速な転換に迅速に対応できない情報弱者への支援、地域による情報格差の発生、

個人情報の保護も課題となっています。 

■インターネット利用者数と人口普及率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑩社会資本の老朽化 

社会経済情勢が、いわゆる右肩あがりの成長期から成熟期へと変化しているなかで、

高度成長期に、わが国全体で大量に整備された道路、河川、下水道、港湾等の社会資本

における老朽化が同時に進行しています。このため、今後、社会資本ストックの計画的

な改善が求められます。 

■建設後 50年以上経過する社会資本の割合 

 Ｈ24年 3月 Ｈ34年 3月 Ｈ44年 3月 

道路橋 

［約 15万 7千橋（橋長 15ｍ以上）］ 

約 9％ 約 28％ 約 53％ 

河川管理施設※（水門等） 

（［約１万施設］ 

約 24％ 約 40％ 約 62％ 

下水道管きょ 

［総延長：約 44万ｋｍ］ 

約 2％ 約 7％ 約 23％ 

※設置年が不明な施設は 50 年以上経過した施設として整理 

資料 国土交通省作成「社会資本等の老朽化対策等への取り組み状況」 

資料 平成 27年版情報通信白書 
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（２）前提となるまちづくり事業等 

次期総合計画に位置づける必要のある施策・事業については、まち・ひと・しごと創生

法（平成 26年 11月）に基づく森町人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略の

推進にかかる事業の実施とともに、第 8次総合計画に基づく各種事業の評価・選定に留意

する必要があります。 

 

①森町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

 

基本目標１ 『ひと』を育む  ～“森”に学び育つ～
 

●基本施策と事業の展開方向 

(1)子育て支援の充実 

①子育て支援体制の充実 
こども医療費助成事業、子育て支援センター運営事業

の充実、子育て（多子）世帯の経済的負担軽減 

②保育・託児環境の充実 

多様な保育サービスの充実、妊娠・出産のための健康

づくりと正しい知識の普及、待機児童ゼロ対策事業、

ファミリーサポートセンターの利用促進 

(2)若い世代の結婚・出

産に対する意欲喚起 

①結婚相談・婚活支援 
希望どおり結婚して家庭を築き子育てができる環境整備 

結婚相談態勢の充実、イベントの充実 

②若年者への結婚・出産の啓発 
各種講座・セミナー・イベントの開催 

子育てや家事などのアドバイザー育成 

(3)子どもを守り・育む

環境づくり 

①家庭・地域による子育て支援 
国や県と連携した子育てが社会的に評価される仕組

み構築 

②ワークライフバランスの推

進 

男女共同参画社会の推進、企業への子育て支援への働

きかけ・協働 

(4)教育力の強化・教育

レベルの向上 

①教育力の強化 
幼小中一貫教育推進事業、英語教育支援事業、ＩＣＴ

活用推進事業 

②きめ細かな教育の推進 不登校・いじめ対策事業、安心な学校給食の提供 

③特色ある教育の推進 
魅力ある学校づくり、多様な学習機会の提供、家庭・

地域との連携 

④地域の教育環境の充実 ふるさと教育の充実 

 

基本目標２ 『魅力』と『交流』をつくる  ～人とふれあう～
 

●基本施策と事業の展開方向 

(1)定住環境としての魅力

向上 

①道路交通環境の改善 公共交通政策のあり方研究 

②居住地選択等の支援 
空き家の利活用方策の検討､土地区画整理地内の保留地販売

促進 

(2)地域資源を活かした交

流・集客の創出・拡大 

①イベント・交流機会の充実 
遠州の小京都推進を核とした観光地づくり･周遊促進 

特産品のブランドをいかした販売促進 

②観光資源の発掘・魅力向上 
観光情報の発信機能の充実、町並み整備の推進 

歴史的文化資産(神社仏閣)をいかした観光振興 

③新東名高速道路・富士山静岡空港をいかし

た国内外からの誘客とおもてなし体制の充実 

外国人の観光交流の推進 

民間の力をいかした宿泊及び商業施設整備の促進 

(3)広域交流圏の形成 

①周辺市町と連携した産業振

興 

周辺市町との連携充実、広域的ネットワークの形成･

推進 

②友好都市等との連携 
北海道森町児童生徒友好親善事業、国際交流活動の活

発化、国際性豊かな人材育成 

(4)地域ブランドの創造・

魅力向上 

①地域資源の活用・魅力化 産学連携による新商品開発に向けた取組 

②特産品のブランド化・観光交流促

進 
田舎の良さの PR、食･農･健康と連携した観光交流推進 

(5)タウンプロモーション

の展開 
①地域イメージの向上､魅力

化 

町の PVによる情報発信、ＩＴ環境整備、遠州の小京都

推進事業、「よんない森町、ええら森町！プロジェクト」 

 

  

「人が活き・人とふれあい・“森
もりまち

”に暮らす」 
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基本目標３ 『しごと』をつくる  ～人を活かす～
 

●基本施策と事業の展開方向 

(1)若者･女性･高齢者など

が活躍できる環境づく

り 

①若者・女性の活躍促進 地域おこし協力隊の受け入れ、女性の就業支援 

②高齢者の活躍の場づくり 地域での活躍の場の創出（シルバー人材センター地域活動） 

(2)働きやすさの向上 
①子育て世代への就労支援 

男女がともにいきいきと働くことができる職場づくりの

推進 

②就労環境の向上 就労支援の充実、共稼ぎができる環境づくり 

(3)地場産業・既存産業の

振興・活性化 

①農林業の活性化 
認定農業者等育成支援事業、６次産業化推進事業、地域

ブランドの確立、急須でお茶を飲む町づくりの推進 等 

②商工業の振興 
創業者支援事業､商工会等への支援､遊休農地の有効利用

促進 

(4)起業創業、新産業の進

出等の支援 

①起業・創業の支援 
若者の就業支援、金融機関と連携した中小企業向け融資

制度や利子補給制度の充実 等 

②企業誘致・新産業の創出 
内陸のフロンティアを拓く取組の推進、ＨＰへの企業誘

致特別ページの新設、産業用地の確保 等 

 

 

基本目標４ 『安心』をつくる  ～“森”との共生～
 

●基本施策と事業の展開方向 

(1)健康長寿の延伸・元気

な高齢者づくり 

①健康長寿の延伸 
地域包括ケアの総合的な推進、地域医療及び家庭医療体

制の充実、遠州森の茶を飲むまちづくり 等 

②元気な高齢者の活躍促進 ワンコイン生活支援サービス事業 

(2)移住促進 
①移住・定住促進 

情報発信の強化、民間企業と連携した定住環境の整備 

等 

②町外就学者等の U・I・Jターン促進 大学との連携強化による若者の地元定着の促進 

(3)町民活動・地域活動の

活性化 

①コミュニティ活動の充実 
三世代交流の推進、自主防災組織の充実 

地域及びテーマによるコミュニティ活動の充実 

②協働を基礎とした行政運営 協働のまちづくり推進事業の充実 等 

③ＩＣＴ利活用推進事業 スマートタウンづくり 等 

(4)災害対策の推進 
①防災資機材の充実 備蓄食料の計画的な購入・更新、可搬ポンプなどの更新 

②災害に対するための人材の育成 実践的な防災訓練 

③住宅の地震対策の推進 木造住宅の耐震化、家具の固定の推進 

 

②第８次総合計画 

章 節  事業 

１ １ 子どもを安心して生み育

てることのできるまちを

つくる 

保育施設の整備 

放課後児童クラブの充実 

児童館の運営 

子育て支援センターの運営 

子育てサポーターリーダーの養成 

しずおか子育て優待カード事業 

児童や乳幼児への支援事業の推進 

母子父子家庭援助事業 

児童虐待等防止対策事業 
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２ 誰もが健やかに暮らせる

まちをつくる 

総合検診等健康診査事業 

妊婦や新生児への家庭訪問等母子保健事業 

フッ素塗布等歯科保健事業 

各種感染症予防接種事業 

生活習慣病予防教室等成人保健事業 

保健委員等の地区組織リーダーの育成 

国民健康保険事業 

国保ヘルスアップ事業（生活習慣病対策） 

健診・ドック事業（公立森町病院） 

健康講座の開催（公立森町病院） 

救急医療体制の充実 

医療・介護機能の分担と連携の促進 

公立森町病院の経営の健全化 

３ 生きがいをもって安心し

て生活できるまちをつく

る 

地域福祉推進協議会活動事業 

地域福祉リーダー・ボランティアの育成 

生活相談の充実 

地域包括支援センター事業 

軽度生活援助事業 

通所型介護予防事業 

訪問型介護予防事業 

家族介護者ヘルパー受講支援事業 

養護老人ホーム入所措置事業 

介護保険事業 

介護予防講座 

介護予防地域ボランティア育成事業 

各地区主催による敬老会開催 

シニアクラブへの支援 

シルバー人材センターへの支援 

就労支援 

施設サービスへの支援 

２ １ 地域ぐるみで子どもを育

み、自ら学ぶまちをつくる 

幼小中一貫教育事業 

森町の自然・歴史・文化に関する小中一貫した学習活

動 

中学校区自慢づくり事業 

北海道森町児童生徒友好親善事業 

英語教育推進事業 

特別支援教育推進事業 

情報教育推進事業 

学校施設整備事業 

食育推進事業 
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給食施設整備事業 

「森の夢づくり大学」（生涯学習大学）の開講・講座実

施 

子ども向け講座の充実 

図書館の利用促進 

子ども安全ネットーワーク（仮称）の設置 

社会教育団体への支援 

「もの知り森っ人」の更新、普及 

指導者・リーダーの発掘と養成 

多様な学習機会の提供と学習内容等の充実 

２ 健康的で文化の香りあふ

れるまちをつくる 

重要文化財の調査研究と舞楽交流 

森町歴史・伝統文化保存会の結成と支援 

古い町並み及び蔵の利活用と保存の支援 

旧家の建物の利活用と保存の支援 

文化財等のデジタルミュージアム構築事業 

景観法を活用した文化財の保存・活用 

町民の文化活動支援 

文化会館の情報提供の強化 

文化会館の自主事業による公演芸術の振興 

地域スポーツクラブの育成 

体育指導委員の技術の向上 

各種スポーツ団体等の指導者の育成 

スポーツ設備の整備 

３ １ 快適に暮らせるまちをつ

くる 

第二東名インターチェンジ周辺整備の検討 

土地区画整理事業 

公園整備事業 

地籍調査事業 

森町住宅利子補給制度の拡充 

第二東名高速道路の建設促進 

第二東名パーキングエリア内スマートインターチェン

ジの設置の促進 

森川橋架け替え事業の促進 

都市計画道路の整備と見直し 

町道整備事業 

わかりやすい案内標識の設置 

天竜浜名湖鉄道経営助成事業 

バスの新しい運行体系等の整備 

水道施設整備事業 

公共下水道整備事業 

合併処理浄化槽設置整備事業 
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携帯電話不感地域解消事業 

地上デジタル放送難視聴地域解消事業 

公共施設間ネットワーク再構築事業 

光ファイバ整備の推進 

２ 安心・安全な暮らしを実感

できるまちをつくる 

自主防災活動の充実とリーダーの育成 

防災訓練の実施 

防災施設、資機材の整備 

公共施設の耐震化 

一斉メール配信システム構築事業 

災害復旧事業 

建物等耐震事業 

消防団の充実 

広域消防の促進 

交通安全施設整備事業 

交通安全運動の推進 

防犯灯の設置事業 

周智防犯協会との連携 

自主防犯ボランティア団体の育成 

４ １ 地域の自立を支える「産業

力」のあるまちをつくる 

認定農業者の育成 

水田農業対策事業 

茶業振興事業 

農業後継者育成事業 

土地基盤整備事業 

農地・水・環境保全向上対策事業の推進 

食農教育の推進 

低コスト林業の推進 

地場材需要の拡大 

森林組合への支援 

有害鳥獣被害防止対策事業 

商工会・産業祭支援事業 

中小企業向け融資制度による支援 

特産品のブランドをいかした販売促進 

ネット商店街にぎわい創出事業 

企業ニーズに対応した戦略的な誘致施策の推進 

２ 賑わいと魅力のあるまち

をつくる 

観光協会との連携強化 

森町体験の里アクティ森の健全経営 

観光施設を結んだ観光ルートづくり 

茶文化・情報発信 

第二東名パーキングエリアを活用した情報発信 

太田川ダム周辺の観光施設の整備 
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観光ボランティアの育成と支援 

グリーン・ツーリズム事業の展開 

戦国夢街道ハイキングコースの利活用 

滞在型市民農園の推進 

観光漁業の推進 

５ １ 美しい自然を継承するま

ちをつくる 

グリーンバンク事業 

町民や企業との協働による自然景観の保全活動 

町民による緑化・植林等への支援 

間伐対策事業 

林道・作業道の整備 

造林事業 

町民の森の維持管理 

緑の少年団の結成推進 

森づくり教室の開催 

河川改修事業 

太田川ダムの建設促進、ダム周辺整備の促進 

太田川と親しむ空間の創出 

２ 環境と共生するまちをつ

くる 

古紙等資源集団回収事業 

生ごみ処理機設置費補助事業 

可燃・不燃ごみ収集運搬及び処理事業 

ごみ焼却場・最終処分場の建設・運営 

バイオマス資源の活用推進 

環境美化パトロール事業 

動物愛護思想の普及 

環境に関する出前講座の実施 

町民や企業との協働による太田川の美化 
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（３）森町の概況 

 

（３）－１ 人口等の状況 

【概要】 

＜人口＞ 

●人口減少、少子高齢化が進行しているなか、出生、あるいは転入といった人口増要因の

増加が見られない状況です。 

＜世帯＞ 

●世帯あたり人員にみるように世帯の単独化はまだ進んでいませんが、３世代同居世帯の

減少など、将来的に世帯規模の縮小は進むものと考えられます。 

 

 

①人口・世帯 

・住民基本台帳による平成２５年の人口数は１９,６７７人、世帯数は６,３９９世帯、

世帯あたり人員数は３.０８人/世帯となっています。この５年間程度の推移について

は、人口及び世帯あたり人員数の減少がみられます。 

 

■人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（外国人含） 
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18.0%

17.0%

15.7%

27.3%

28.5%

28.8%

8.6%

7.7%

6.3%

20.9%

25.2%

29.6%

7.3%

7.2%

6.9%
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その他の親族世帯 非親族世帯 単独世帯

 

 

②年齢別人口 

・総人口に占める５歳階級別人口比を全国と比較すると、森町は概ね５０歳代以上の割

合が高く、３０～４０歳代の割合が低い傾向がみられます。 

 

■５歳階級別人口構成比（総人口比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 

 

③世帯構成の推移 

・国勢調査結果により世帯構成の推移をみると、単独世帯が増加している一方で、３世

代以上同居世帯の減少傾向がみられます。 

 

■世帯類型別構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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女
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④静岡県内町部比較 

＜人口＞ 

・「１５歳未満人口」と「６５歳以上人口」の総人口に対する比率をみると、全国・静

岡県平均と比べて、少子高齢化が進行しています。県内町部の中ではおおよそ中位置

にあります。 

・「出生数」は、総人口に対する比率で０.６５％、全国・静岡県平均と比べて低い水準

となっています。県内町部では１２町中７番目となっています。 

・「転入者数」、「転出者数」の比率については、いずれも全国・静岡県平均を下回って

おり、県内町部においても１２町中１１番目、１２番目と低く、人口移動はそれほど

多くない状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 
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＜世帯＞ 

・「１世帯あたり人員」は３.１７人／世帯で、全国・静岡県平均とも上回り、県内町部でも

１２町中１番となっています。 

・世帯構成では、一般世帯総数に対する比率は、「核家族世帯」が全国・静岡県平均に対して

やや下回り、「単独世帯」や「高齢単身世帯」も全国・静岡県平均を下回っており、県内町

部でも低い水準にありますが、「高齢夫婦世帯」の比率はやや高い状況が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 
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（３）－２ 土地利用等の状況 

【概要】 

＜土地利用＞ 

●町域は山林、田畑などの自然的土地利用が主であり、自然資源が豊富となっています。

町の中心的な市街地は遠州森駅が位置する周辺一体に形成されています。 

●新東名高速道路の遠州森町スマートＩＣ、森掛川ＩＣ周辺については、今後の産業系土

地利用の充実が位置づけられています。 

 

＜広域交通＞ 

●町域の南部を東西方向に高速道路、鉄道が通り、インターチェンジと鉄道駅による高い

広域交通アクセス性を有しています。 

 

 

①土地利用 

・地目別土地利用の状況についてみると、町域のおおよそ半分は「山林」で、次に「田

畑」となっており、自然的土地利用が多くを占めています。近年の推移としては、ほ

とんど変化は見られません。 

・静岡県が示す中遠広域都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（案）によ

る、今後の土地利用としては、天竜浜名湖鉄道の遠州森駅、森町役場を含む一帯が「都

市拠点」に、新東名高速道路の森掛川インターチェンジ周辺が「産業拠点」に位置づ

けられています。 

 

■地目別土地利用面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   資料：森町の統計平成 24年度版 
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■将来市街地像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：中遠広域都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（案） 
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②交通条件等 

・広域幹線道路としては、町域の南部を東西方向に新東名高速道路が通り、町内に森掛川

インターチェンジ及び遠州森町スマートインターチェンジが設置されています。 

・鉄道については、天竜浜名湖鉄道の遠州森駅、戸綿駅をはじめ、町内に５つの駅が設置

され、遠州森駅からＪＲ掛川駅まで約２５分で結ばれています。 

 

■広域交通条件 
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③静岡県町部比較 

＜土地利用＞ 

・「総面積」は１３３.８４ｋ㎡であり、県内町部では１２町中３番目となっています。 

・「可住地面積」については、総面積に対する比率で２８.８９％となっており、全国・静

岡県平均を下回り、県内町部では１２町中６番目となっています。 

・「耕地面積」については、総面積に対する比率で８.９７％となっており、全国平均を下

回り、静岡県平均とほぼ同程度となっています。県内町部では１２町中５番目となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 
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（３）－３ その他の状況 
 

【概要】 

＜産業＞ 

●農家数の減少傾向とともに、産出額も低下しています。 

●工場や商店数、従業者数の低下が見られるなか、事業者あたりの製造、販売効率につい

ては上昇が見られ、工場や店舗の大規模化がうかがえます。 

 

＜社会福祉＞ 

●高齢化の進行にともない、高齢者福祉関係費の増加や生活保護世帯の解消が進んでいま

せん。 

●一般病院数や医師数でみる医療水準については全国平均を下回っています。 

 

＜生活環境＞ 

●町内の住宅に占める「持ち家」の割合と「１住宅当たり延床面積」（１３３.１４㎡）に

ついては県内町部で１番であり、良好な住宅ストックを有しています。 

●「ごみ総排出量」の人口比は、全国・静岡県平均を下回り、県内町部では一番低い値と

なっています。また「ごみのリサイクル率」が静岡県平均を上回るなど、環境に低負荷

なライフスタイルの浸透がうかがえます。 

 

 

①産業 

＜農業＞ 

・農林業センサスによると、平成 22年時点の農家数は５０６戸となっています。そのう

ち、専業農家は１２１戸（２３.９％）となっています。 

・作付面積や収穫量については概ね横ばいながら、産出額では減少傾向となっています。 

■専業・兼業別農家数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（農林業センサス） 
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■産出額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（産業課） 

 

＜工業＞ 

・平成２２年時点の工場数は８９箇所、従業者数は３,７２１人、製造品出荷額は１,１

３２億円となっています。 

・平成１４年を１.００として、各年の推移を整理してみると、近年では工場数や従業

者数は減少の一方、工場あたり製造品出荷額の上昇がみられます。 

■工業の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■工業の状況（表）                  （事業所、人、万円） 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（工業統計調査） 
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＜商業＞ 

・平成１９年の商店数は２５２店、従業者数は１,２１７人、年間商品販売額は２１４億

円となっています。 

・平成３年と比較すると、商店数の減少の一方、１店あたりの販売額の上昇がみられて

います。 

 

■商業の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■商業の状況（表）        （事業所、人、万円） 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（商業統計調査） 
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商店数
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平成３年 ６年 ９年 1４年 19年

商店数 374 347 318 288 252

従業者数 1,103 1,090 1,023 1,066 1,217

年間商品販売額 1,684,041 1,608,691 1,499,923 1,371,366 2,142,734

　１事業所当たり 4,503 4,636 4,717 4,762 8,503

　１従業者当たり 1,527 1,476 1,466 1,286 1,761
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②教育 

・幼稚園園児数は、平成２４年で３２９人、小学校児童数は１,０１０人となっています。

児童数については、若干の減少傾向となっています。 

 

■幼稚園園児及び小学校児童数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（学校基本調査） 

 

③社会福祉 

＜国民年金＞ 

・国民年金の受給額についてみると、平成２４年度の老齢年金関係が約２５８億円と最も

多く、近年の推移でも増加傾向にあります。 

 

■国民年金受給額の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（住民生活課） 
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＜老人医療費＞ 

・老人医療費についてみると、平成２３年で約２５億円となっており、高齢者一人あ

たり費用額とともに、平成２０年から２１年にかけて上昇し、その後も同程度で推

移しています。 

 

■老人医療費の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（住民生活課） 

 

＜生活保護＞ 

・生活扶助世帯数をみると、平成２３年で１９世帯となっており、近年は２０世帯に

満たない状況で推移しています。 

 

■生活扶助世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版（保健福祉課） 
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④生活環境 

＜ごみ処理＞ 

・可燃ごみ収集量の状況をみると、平成２３年度で約２千ｔとなっており、経年的には

減少傾向となっています。 

 

■可燃ごみ収集量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：森町の統計平成 24年度版 

 

＜犯罪発生＞ 

・犯罪の発生状況をみると、平成２３年で約１２０件となっており、「窃盗」が最も多く

なっています。 

 

■犯罪発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：袋井警察署森分庁舎 
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＜交通事故＞ 

・交通事故の発生状況をみると、平成２３年で約１００件程度となっており、近年の推

移は減少傾向となっています。 

 

■交通事故発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：袋井警察署森分庁舎 

 

 

⑤静岡県内町部比較 

＜産業＞ 

・「事業所数」をみると、「第２次産業事業所数」の構成比が３４.１２％となっており、全

国・静岡県平均とも大きく上回っています。県内町部の中では、吉田町に続いて２番目

となっています。も牧之原市、御前崎市、菊川市に次いで４番目に高い水準となってい

ます。「従業者数」においても同様の傾向であり、県内町部の中では第１位となっていま

す。（５５.２７％） 

・「第３次産業事業所数」や「第３次産業従業者数」は、全国・静岡県平均とも下回り、県

内町部では１２町中１１番目、１２番目になっています。 

・「製造品出荷額等」は１０６,３５５百万円となっており、県内町部では４番目となって

います。「従業員１人当たりの製造品出荷額等」２６百万円も同様に県内町部では４番目

となっていますが、全国・静岡県平均は下回っています。 

・「完全失業者数」は労働力人口に対する比率は４.９１％で、全国・静岡県平均ともに下回っ

ていますが、県内町部では１２町中９番目となっています。 
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資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 
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＜福祉＞ 

・「保育所入所待機児童数」は０人で、県内町部ではおおむね「０人」という状況がみら

れます。 

・「国民健康保険被保険者数」の総人口に対する比率は２７.３０％で、全国・静岡県平

均を下回っており、県内町部では１２町中９番目となっています。 

・「一般病院数」や「医師数」の総人口に対する比率は、どちらも全国平均を下回ってお

り、県内町部では１２町中７番目、８番目となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 

資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 
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＜生活環境＞ 

・居住世帯のある住宅のうち「持ち家」の占める割合と「１住宅当たり延床面積」（１３

３.１４㎡）については、県内町部では１番目で、一方「貸家」については７番目とな

っています。 

・「ごみ総排出量」の総人口に対する比率については、全国・静岡県平均ともに下回り、

県内町部では１２町中一番低い値となっています。 

・「ごみのリサイクル率」は２６.３％で、静岡県平均を上回っています。県内町部では

１２町中４番目となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜行財政＞ 

・「財政力指数」は０.６２であり、県内町部では１２町中７番目にあり、「実質公債費比

率」は１０.６で、１２町中４番目となっています。 

・歳入決算総額は７,７５１百万円で、総人口に対する比率で見ると、県内町部では７番

目となっています。 

・歳入決算総額に占める「地方税」の構成比は３３.１２％、全国・静岡県平均を下回り、

県内町部では７番目となっています。 

 

 

 

 

 
  

資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 

資料：統計でみる市区町村のすがた 2014（総務省統計局） 
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２ 課題事項の整理                

 

・本町の人口等の状況認識をふまえて、第８次総合計画事項（分野）の区分ごとに、今後

のまちづくりへの影響、課題となるポイントについて整理します。 

 

①保健・医療・福祉の充実 

○人口減少によって、地域福祉の担い手が十分に確保できなくなることも想定される。 

○高齢者の増加に伴い、高齢者福祉関連施策の需要が増大し、支出の増加が見込まれま

す。また、単身高齢者の増加や老老介護問題への対応も求められます。 

○医療・介護など今後大きく増大することが見込まれる社会保障費の負担については、

費用の増加を抑制するため予防医療や健康づくり等が有効であり、高齢者に限らず健

康増進を促す取組を進める必要があります。 

 

②教育の充実・文化の振興 

○少子化により就学児童数が減少し、現在及び将来の児童数に対応した適正な配置・規

模の学校運営を図るため、学校区の再編、小規模校の統廃合、通学手段の多様化や安

全対策など、地域の実情に合わせた対策が求められます。 

○児童数や社会的要請に対応した教育の在り方について検討するとともに、人口減少・

少子高齢化の時代背景における地域の中での学校の位置づけ・役割、地域との関わり

方等についても検討が必要である。 

○健康の維持や、文化や生涯学習に対するニーズが高まっていくことが考えられ、生涯

学習・文化・スポーツ等が果たす役割は一層重視されることが見込まれます。 

 

③生活環境の整備 

○人口減少が進み、さらに世帯数の減少も進行することに伴い、住宅・宅地需要が低下

し、また、必要となる公共サービス、生活関連サービス等に関連した施設需要、開発

余力の低下が考えられます。 

○人口減少を見据え、長期的な市街地の縮小も視野に入れつつ、既存のインフラを活用

した機能集約型の都市整備が求められます。 

○行動範囲の狭くなる高齢者が安心して住み慣れた地域に住み続けられるよう、高齢者

の移動・行動形態にも配慮した市街地の規模（日常生活圏）の検討も必要です。 

○人口及び世帯数の減少に伴う住宅・宅地需要の低下とともに、未婚・晩婚化や少子化

の進行等に伴い、世帯規模（１世帯あたり人数）の縮小、特に単身や夫婦のみなどの

高齢世帯の増加が見込まれます。 

○高齢者のみ世帯の増加に対し、同居・近居施策の推進など福祉施策との連携のもと、

孤立化を防ぐための対策が求められる。 

○人口減少を抑制するためには市外から流入を促進し市内からの流出を防ぐ必要があ

ります。そのため、町内での居住選好の選択肢を広げることが重要となり、多様な住

環境を整備していくことが求められる。 
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○人口減少が進行すると、公共交通機関の利用者は一層減少することが見込まれ、一方

高齢者の増加により、公共交通ネットワークの維持に対する必要性・重要性は高まってい

くことから、公共交通機関の安定的な維持が求められます。 

 

④安全・安心なまちづくり 

○人口減少や少子高齢化により、地域コミュニティの希薄化や地域の防災活動を担う消

防団の機能低下が懸念されます。 

○災害時要援護者の実態把握に努め、災害時に有効に活用できるよう、地域福祉の見守

り活動との連携なども含め、地域での活用の方法や仕組みの構築など、事前対策を進

める必要があります。 

○今後も高齢世帯が増加する状況をふまえ、被害を防ぎ抑制するための対策（減災対策）

が必要であり、高齢社会にふさわしい防災・減災のあり方についての検討も求められ

ます。 

○高齢者を狙った犯罪が増加しているとともに、核家族化・共働き化や兄弟のいない一

人っ子の増加などにも起因して、子どもを巻き込んだ犯罪も増加し、社会問題化して

います。このため、高齢者への犯罪防止のほか、地域全体で子どもを見守る仕組みや

体制づくり、気運の醸成が必要です。 

○高齢化が進み、救急搬送件数が増加することを見据えて、救急体制を検証し、施設・

人員の適正配置のあり方を見直していくとともに、救急車の適切な利用を促す必要が

あります。 

 

⑤産業の振興 

○産業として自立できる農業を確立するため、認定農業者や独自の経営戦略に基づき企

業経営を展開する農家などの育成により、活力があり安定的な農業構造を構築する必

要があります。農林業関係者は、担い手の育成等に対し自ら積極的に解決策を考える

姿勢が見受けられることから、行政にはそれを支援するコーディネート機能が求めら

れています。 

○工業については、高度技術の導入等に努め、第二東名高速道路の開通など、町が持つ

優位性をいかし、一層の企業誘致等を図る必要があります。また、地域と産業の結び

つきを深め、地域経済力の向上を図ることが求められます。 

○今後の高齢化の進行をふまえ、商店は日常生活を支える生活基盤としての機能も果た

しています。地元消費者のニーズに合った商業の維持・展開が求められます。 

○団塊世代のリタイアなどもあって、余暇活動としての国内外の観光ニーズは近年高ま

りを見せています。魅力ある地域資源を保全・継承し、都市と農村の共生と交流を通

じたグリーン・ツーリズムの推進や観光との連携により、多彩な交流ビジネスを支援

していく必要があります。 

○人口減少によって、労働力人口も減るため、町内の企業が必要とする人材の確保が困

難になることも考えられます。インターンシップ制度の拡充などを通じ、町内企業の

研究開発や生産を担う人材を育成していくことが求められます。  
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⑥自然環境の保全 

○今後も人口減少が見込まれるなか、都市部の住民等との連携による里地里山（山林、

農地なども含めて）の維持保全とともに、環境への負荷を抑制しつつ、その素晴ら

しさを体験できる「活用」の視点との両立が求められます。 

○河川の適切な整備及び水源としての水質の保全、適正な流量の確保等により、地域の

憩いの場として、また観光面での活用に向け、関係機関との積極的な協議や働きか

けが必要となります。 

○生活の源である自然環境や水源として、下流域との交流を図りながら、今後も守り、

育てることが重要です。 

 

⑦行財政運営と町民参画 

○今後も厳しさが見込まれる財政状況において、複雑・多様化する地域課題や町民ニ

ーズに対応していくよう、効率的な行財政運営を図るとともに、町民との協働を進

めながら、まちづくりに取り組んでいく必要があります。 

 

 


